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概要説明資料 



プロフィール（特徴） 

JICAの現場 ＝ 開発途上国 

 アフリカ、欧州・中近東、アジア、 

大洋州、北中南米・カリブ地域 

 

①在外拠点 92（事務所65,支所27） 

②様々な開発分野と開発ステージ 

③各国の商習慣・社会経済のレベル 

④各国の使用言語・準拠法・契約約款 

⑤担当者の定着性（含む人事異動） 

⑥日本のルールと現地のルールの相違       

 

  JICAの在外拠点と現地調達の概要 
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【現地調達の必要性】 

 持続可能性を重視 

  ⇒身近でメンテナンス・修理 

  ⇒現地向けの仕様 

  ⇒現地語使用マニュアル 

  ⇒入手が容易・短期間入手 

  ⇒価格面の優位性 

公共事業の「透明性」や「競争性」の確保も 

  ⇒途上国への重要な「技術協力」 

      

 



【結論】 

 

• JICAによる直営が望ましい 
 

• 前期と当期の比較対象業務の業務フロー
とコスト分析を行った結果、多くの改善
項目や、前期に期待できなかったメリッ
トが発現した 

 

   結論とその過程  
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業務フロー・コスト比較対象の範囲 

3 

【業務区分の解説】 
・在外拠点での個別機材調達の手続き支援 
・任国の商習慣・マーケット調査（通関・免税情報含む） 

 



    結論に至った過程 

• 個別の調達支援と在外拠点の体制整備（人材育成を含む）を連携
させ、きめ細かく対応できたことによるインパクトが顕著 

• 具体的に当期に講じた改善策①～④が業務に好影響 

• それに付随する形で、続くその効果も⑤～⑨まで確認 

• さらにコスト比較では、同程度額の予算でニーズのあるより多く
の他の拠点への支援も可能となったことなどから結論に至った。 

 
 
    ●分析結果の【定型化】【適正化】の活用を促進 
 

①『現地機材調達の手引き』の改訂 ⇒使い勝手向上/使いやすい雛形 

②『現地機材調達の手引き（少額物品）』の英文版 

                 ⇒ローカルスタッフの理解向上 

③『雛形』の英文化・現地語化   ⇒ローカルスタッフが積極活用 

④ スペイン語人材の投入     ⇒西語圏人材へ直接指導・雛形 
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発現した効果・成果 
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          【その効果】 

           ①,③,④ 入札関連書類作成時間の短縮 

           ②,④ 調達支援業務における指導時間の短縮 

          【その他の効果】 

 ⑤一度の派遣で調達支援の２つの業務に加え担当者への個別指導等の 

  業務を同時に行え、合理的かつ旅費コストの節減 

 ⑥一定の予算のもと在外拠点からの多くのニーズに対応することで、 

  一か国あたりの単価比較でも効率化 

 ⑦機材調達以外の契約業務全般に対する指導を同時に 

  実施し、全体を俯瞰した説明を通じて理解度が向上 

 ⑧直営要員による指導・報告でノウハウや記録が 

  機構内に蓄積し、さらなる質の向上 

 ⑨帰国後も遠隔の調達支援業務のやり取りを通じ、 

  在外職員や現地スタッフの理解定着度をフォロー 

  （ネットワークの確立） 
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   具体的なコスト比較  
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  １ヶ国当たりのコスト比較   

※当期の直接経費（旅費）には、他業務との共通経費も含まれている。 
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      まとめ 
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１．他の組織にない多様で特殊な業務の実施 

２．チャレンジングな取り組み可能に 

３．調達手続きの定型化、簡素化、集約化 

４．効率化と適正化も確保 

５．コストの優位性 

６．コストのみならず、業務の質の確保 

７．自らのノウハウを蓄積し、向上させる 

  強い組織への指針となった。 




